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載された意見や予測等は作成時点のものであり、今後、予告なく変更される事が有ります。事前の了承なく
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ケイティケイ（３０３５） 

 

★業績推移（連結ベース、単位はＥＰＳ、配当が円、他は百万円、予は会社側予想） 

※２０１２年８月期は決算期変更により１５カ月決算となるため、前年同期比較はなし 

 

★各種指標（株価、配当利回りのカッコ内は日付） 

 

★株価チャート（週足） 

 

  安藤証券株式会社 

 企業調査レポート 調査部：土田 陽一 

  平成 24年 1 月 27 日 
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株   価 256 円(1/26) 発行済株式数 3,675 千株(11/11 期) 

連結ＰＥＲ 26.4 倍(12/8 期予) 連結ＢＰＳ 562.41 円(11/11 期) 

連結ＰＢＲ 0.5 倍(11/11 期) 連結ＲＯＥ 0.9％(11/5 期) 

配当利回り 3.1％(1/26) 上場市場 大証ジャスダック 
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★会社概要 

オフィス用品や文具の企業向け販売を事業内容としており、製造子会社も有するリサ

イクルトナーの販売を主力とする。リサイクルトナーの回収から製造、販売までの一貫

体制を構築していること、インターネットを活用した受発注システム「はっするネット」

を開発したこと、メールセキュリティ商品を自社開発したことなどが特徴で、「はっす

るネット」を基盤としたＦＣ（フランチャイズ）展開にも着手している。 

 

 

★業績動向 

２０１１年６－１１月期（中間期）の連結業績は、一般事務用品や電化製品、ＩＴ商

品が順調に推移した一方、震災などを契機として顧客企業の消耗品を買い控える傾向が

一段と強まり、主力のリサイクルトナーで販売本数が前年同期比２．３％減となったほ

か、価格の低下傾向も継続、新品トナーや紙製品などの販売も苦戦し、売上高は当初の

会社側予想を下回り、前年同期比３．４％減となった。利益面では、リサイクルトナー

の生産性向上などで売上総利益率が前年同期並みを確保、営業利益、経常利益、当期利

益とも前年同期比５割超の減益となったものの、当初の会社側予想水準を確保した（営

業利益が前年同期比５８．４％減、経常利益が同５６．２％減、当期利益が同６１．６％

減）。 

２０１２年８月期通期について会社側は当初の予想を修正せず、据え置きとした。リ

サイクル、新品とも主力のトナーが苦戦しており、売上高は会社側予想を下回る可能性

が高いものと思われるが、一般事務用品などで｢はっするネット｣カスタマイズ化（次項

参照）の効果が表れており、リサイクルトナーの生産性向上が引き続き見込まれること

から、営業利益、経常利益、当期利益については会社側予想水準を確保する可能性が高

いものと思われる。 

 

 

★中期展望 

同社は昨年１月より「はっするネット」のＦＣ展開に乗り出すことを決定、昨年末時

点で全国１３社とＦＣ契約を締結しているほか、東京都内の営業拠点を再編、首都圏の

営業体制を強化している。また、｢はっするネット｣を顧客企業のニーズに応じた仕様と

するカスタマイズ化を推進しており、運用社数、売上高とも順調に拡大している。足元

では震災などを契機とする買い控え傾向の強まりがこれらの効果を打ち消す結果とな

っているが、前述のように一般事務用品などではすでに効果が表れていることから、今

後の動向が注目されるものと思われる。 

 


